
第24回喜多方市地域公共交通会議  

 

日時：平成29年２月８日（水） 

午前10時00分～ 

会場：喜多方市役所 庁議室 

 

次 第  

１ 開 会 

２ 会長あいさつ 

３ 協  議 

(1) 喜多方市地域公共交通網形成計画の策定等について 

(2) 喜多方市地域公共交通網形成計画の基本方針（案）について 

(3)  喜多方市地域公共交通網形成計画（案）について  

(4) その他 

４ そ の 他 

５ 閉 会 



H29.1　（敬称略）

区 分 事 業 者 、 団 体 等 役 職 等 委 員 氏 名 交通会議の役職

市長 喜多方市 市長 山 口 信 也 会 長

会津乗合自動車株式会社 バス事業部執行役員部長 会 沢 直 好

磐梯東都バス株式会社 福島事業室長 庄 司 一 雄

会津乗合自動車株式会社 喜多方営業所長 鈴 木 弘 之

喜多方交通株式会社 執行役員 渡 部 庄 司

八七一タクシー有限会社 代表取締役 澤 井 淳

会津通商株式会社 代表取締役 今 井 誠

塩川タクシー株式会社 常務取締役 渡 部 幸 博

有限会社山都タクシー 取締役支配人 鈴 木 敏 生

公益社団法人福島県バス協会 専務理事 宍 戸 紳 一 郎

一般社団法人福島県タクシー協会 会津支部 事務局長 星 隆

会津乗合自動車労働組合 書記長 津 田 弘 幸

全国交通運輸労働組合総連合福島県支部 執行委員長 遠 藤 章

喜多方市行政区長会連合会 上三宮町行政区長会長 冨 田 幸 雄 副 会 長

喜多方市行政区長会連合会 岩月町行政区長会長 花 見 平 馬

喜多方市行政区長会連合会 関柴町行政区長会長 田 中 敏 継

喜多方市行政区長会連合会 熊倉町行政区長会長 佐 藤 義 昭

喜多方市行政区長会連合会 慶徳町行政区長会長 外 島 道 雄

喜多方市行政区長会連合会 熱塩加納町行政区長会長 荒 川 新 一 郎

喜多方市行政区長会連合会 堂島地区行政区長会長 山 田 義 人

喜多方市行政区長会連合会 山都町行政区長会長 木 須 行 孝

喜多方市行政区長会連合会 高郷町行政区長会長 齋 藤 康 博

喜多方市老人クラブ連合会 会長 五 十 嵐 智

喜多方市ＰＴＡ連絡協議会 会長 真 壁 健 治

地方運輸局長 国土交通省東北運輸局福島運輸支局 首席運輸企画専門官 佐 々 木 敏

福島県会津地方振興局 県民環境部主幹兼副部長兼県民生活課長 高 橋 篤

福島県喜多方建設事務所 企画調査課長 和 知 聡

福島県喜多方警察署 交通課長 渡 部 博 之

会津喜多方商工会議所 副会頭 風 間 常 義 監 事

きたかた商工会 筆頭理事 檜 澤 佐 京

喜多方市企画政策部 企画調整課長 鈴 木 守

喜多方市市民部 市民部長 岩 瀬 洋 一 監 事

喜多方市保健福祉部 高齢福祉課長 大 塚 哲 弥

喜多方市教育委員会教育部 学校教育課長 佐 藤 寅 記

会長が必要と認める者

喜多方市地域公共交通会議委員名簿

一般乗合旅客自動車運送事業者

その他の一般旅客自動車運送事業者

一般旅客自動車運送事業者の組織する団体

一般旅客自動車運送事業者の事業用自動
車の運転者が組織する団体

住民又は旅客



 

 

①地域公共交通会議の設置及び地域公共交通総合連携計画の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

喜多方市 
地域公共交通会議 

喜多方市地域公共交通総合連

携計画策定調査事業の実施 

予約型乗合交通の導入に関する協議 

公共交通の運行・料金等に関する協議 

（バス、鉄道、デマンド交通、タクシー） 

協議事項の了承・市への提言 

（1）地域公共交通網形成計画の策定等について 

 

○公共交通の運行の形態について協議する。 

○公共交通の運賃及び料金について協議する。 

○公共交通の事業計画について協議する。 

○「地域公共交通計画」について協議する。 

○協議した内容について了承し、市へ提言する。 

（資料１） 

喜多方市地域公共交通会議  

○地域公共交通会議を主宰する。 

○地域公共交通会議で協議された内容（料金改定

や運行内容の変更等）を受け、公共交通の運営・

確保を行う。 

○地域公共交通会議で協議・了承され、提言さ

れた「地域公共交通計画」を、市の計画とし

て策定する。 

○地域の乗合交通に関する相談や利用者の苦情

に対応するための窓口を設置する。 

喜多方市 

地域公共交通会議の協議・了承がなければ、市が公共交通
の経路設定や運賃設定、新たな公共交通路線の導入、地域
公共交通に関する計画等を策定することはできない。 

＜役割＞ 

○公共交通利用者の減少 

○民間運行バス路線の撤退 

○行政による路線維持への負担増 

○道路運送法の改正 

○地域公共交通活性化再生法の策定 

  公共交通に関する行政・住民・交通事 

業者の一体的な協議の場の創出 

国 

計画策定 

調査事業 

補助金 

   
 喜多方市 

計画の策定 

会議の主宰 

施策の実施 
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◎国の補助制度等が活用できる。 

◎事業に対する補助要件緩和等の措置が受けられる。 

②地域公共交通網形成計画・再編実施計画の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③総合連携計画の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域公共交通の活性化と再生をさらに推進するため、平成 26 年 11 月に「地域公

共交通の活性化及び再生に関する法律」が改正され、持続可能な地域公共交通網

の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生のための取組みを推進する目的が

追加され、「地域公共交通網形成計画」が新たに法定計画として位置付けられた。 

 
◇これからの地方公共団体に求められることは・・・ 

○ 地方公共団体が中心となった「まちづくり」との連携 

○ 面的な公共交通ネットワークの構築 

「地域公共交通網形成計画」・「地域公共交通再編実施計画」の策定 
（資料 2） 

 
 
・計画区域：喜多方市全域 
・計画期間：平成 22 年度～平成 28 年度（7年間） 
・基本方針：交通資源の整序化、異なる地域性の尊重、住み続ける安心感 
・計画目標：「①路線の再編」、「②新しい交通システムの導入」、「③運行サービスの見直し」 

「④乗継の改善」、「⑤利用促進」、「⑥運営の効率化」 

・実施施策：「①路線バス等の見直し」 

一ノ木線、山都コミュニティバスの廃止（H23.8） 

千石沢線、夢の森線の廃止（H24.10） 

雄国川前線、平沢線、真木線の廃止（H25.4）など 

「②新たな公共交通体系（予約型乗合交通）の導入」 

予約型乗合交通の導入（H23.9～） 

喜多方市地域公共交通総合連携計画 

 

公共交通に関する様々なニーズや課題に対応するため、地域公共交通会議におい
て、各種調査とその分析を行うとともに、これまでの取組みについて検証を行い、
「喜多方市地域公共交通網形成計画」の基本方針を設定するための「地域公共交
通調査事業」を実施している（H29.3 まで）。 

検証結果 

◎予約型乗合交通の導入により、需要の少ないエリアに面的な対応ができており、公共交通カバー

率がほぼ 100％となっている。 

◎予約型乗合交通は、自宅まで送迎するため、バス停まで歩くのが困難な高齢者にとって利用しや

すい交通手段となっている。 

◎予約型乗合交通をスクール利用と一般利用の混乗利用をしている地区もあり、効率的な運用が

されている。 

◎「予約」に手間がかかるとの意見もあり、新たなシステムを含めた予約体制・方法の簡素化への

検討が必要である。 

◎路線バスや予約型乗合交通において、利用者の少ない路線・エリアもあることから、需要に見合
った運行形態への見直しが必要である。 

＜計画を策定することでの利点＞ 
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方針①市民の日常生活を支える移動手段
の保障 

目標①-1.地域・都市間の交流・連携 

・市内の地域間や周辺市町村との都市間を結ぶ広域幹

線軸の維持 

目標①-2. 市街地におけるアクセス性の確保 

・市街地における移動手段の確保と充実 

目標①-3.誰もが利用できる公共交通 

・広域幹線軸に接続する地域内交通の維持 

方針②利用実態・ニーズを踏まえたサービス
の設定 

目標②-1.予約型乗合交通の利便性の向上 

・予約型乗合交通における予約体制・方法の簡素化 

目標②-2.需要に応じたサービス水準の確保 

・需要に応じたルート・ダイヤの設定 

方針③将来的な需要を見据えた持続可能
な公共交通の構築 

目標③-1.需要の少ない路線・エリアにおける運行内容

の効率化 

・路線バスや予約型乗合交通において、需要の少ない

路線・エリアについては需要に見合った運行形態へ

の見直し 

目標③-2.多様な交通手段における一体的な効率化 

・地域の交通資源として行政が運行する目的バス等の

一体的な利活用の検討 

方針④「生活・観光都市」の実現に貢献す
る公共交通網の構築 

目標④-1.交通需要の集約化 

・主要駅（喜多方駅等）や日常生活における目的施設

で乗継拠点を設定し、交通結節点を強化 

目標④-2. 市街地における気軽に歩ける環境づくり 

・喜多方市街地における駅を中心とした回遊性の向上 

・地域内交通の維持（予約型乗合交通な

ど） 

・地域を結ぶ広域幹線軸（鉄道・路線バス）

の維持 

・市街地の循環系統路線の形成 

・運転免許返納への支援 

・予約型乗合交通の予約方法の見直し 

・利用実態・ニーズを踏まえたルート、ダ

イヤの改善 

・需要に見合った交通機関の選択 

・利用実績等を踏まえた見直し 

・市が運行する目的バス（施設利用者バ

ス・スクールバス等）との連携・調整 

・喜多方駅等の交通結節点の機能強化（路

線バスの乗り入れ、連絡強化、案内表示

など） 

・各地域の交通拠点の強化（鉄道駅周辺の

予約型乗合交通の乗降場所など） 

【基本理念（案）】 

市民の日常生活を支え、定住促進や地域間交流に貢献する持続可能な公

共交通網を目指します。 

（2）喜多方市地域公共交通網形成計画の基本方針（案）について 

基本方針（案） 取組みイメージ（案） 

- 3 - 



 

 

○記載内容（案） 

１．計画の概要 

１－１．計画の目的 

１－２．計画の位置づけ 

１－３．計画の対象範囲 

１－４．計画の区域 

１－５．計画の期間 

２．まちの目指す方向性 

２－１．市の目指す将来像 

２－２．公共交通に求められる役割 

３．地域及び公共交通の現状 

３－１．市の概況 

３－２．公共交通の現状 

４．公共交通を取り巻く課題 

５．計画の基本的な方針及び目標 

５－１．基本的な方針 

５－２．基本的な方針に基づく目標 

５－３．公共交通ネットワーク形成の考え方 

５－４．公共交通ネットワークの将来イメージ 

６．目標を達成するための具体施策 

７．施策の進め方と評価 

７－１．実施主体と役割 

７－２．マネジメント体制の構築及び運用 

７－３．目標値の設定 

（3）喜多方市地域公共交通網形成計画（案）について 
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１. 喜多方市地域公共交通会議 

 

○少子高齢化等により公共交通の利用者が減少し、路線維持への負担が増大してき

たことを受け、今までの公共交通体系を見直し、地域の実態に即した持続可能な

交通体系を実現するため、新たな公共交通体系の導入や、国の補助制度を活用し

て「喜多方市地域公共交通総合連携計画」を策定することを目的に、道路運送法

及び地域公共交通活性化・再生法に基づき設置。 

 

 

○公共交通全体の運行の形態や運賃・料金、事業計画、「喜多方市地域公共交通総合

連携計画」の策定に関する事項について、地域住民や公共交通利用者、交通事業

者、運輸局等の地域の関係者が協議・了承し、その内容に即した事業を行う。 

   ＜これまでの協議・了承事項＞ 

・路線バスの廃止に関する協議 

・予約型乗合交通の導入に関する協議 

・予約型乗合交通の料金に関する協議 

・予約型乗合交通の運行に関する協議 

・予約型乗合交通の乗降場所に関する協議 

・地域公共交通総合連携計画の策定に関する協議 

目的 

内容 

資料１ 

公共交通の経路設定や運賃設定、新たな公共交通路線の
導入、喜多方市地域公共交通総合連携計画の策定に関し
て、喜多方市地域公共交通会議でその内容について協
議・了承を行い、市へ提言。 

地方公共団体 

地域住民・利用者 

警察・道路管理者 

運輸局・運輸支局 

交通事業者 

学識者 事業者団体 

運転者の組織団体 
地域公共交通会議 

【地方公共団体の長が主催】 

【連携・協働】 

【連携・協働】 

地域の多様なニーズに対応した公共交通を提供し、活力あ
る社会を実現するため、地域公共交通会議での協議が必要 
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根拠法令 道路運送法に基づく 

目的 地域住民の生活に必要な旅客輸送を

確保し、地域の実情に応じた適切な

乗合旅客輸送の態様及び運賃･料金

等に関する事項等について協議する 

構成員 市町村、住民代表、利用者代表、運

輸支局、一般旅客自動車運送事業者

及びその団体、一般旅客自動車運送

事業者の事業用自動車の運転者が組

織する団体 
 

協議対象 バス、タクシー 

根拠法令 地域公共交通活性化・再生法に基づく 

目的 地域公共交通の活性化及び再生のため

の地域における主体的な取り組みや創

意工夫を総合的、一体的かつ効率的に

推進するため、多様な交通機関を対象

として、地域公共交通総合連携計画を

作成し、計画に掲げられた事業を実施

する 

構成員 市町村、住民代表、利用者代表、

公共交通事業者、道路管理者、

（都道府県を含む）、地方運輸

局、公安委員会、学識経験者、そ

の他当該市町村が必要と認める者 
  

協議対象 バス、タクシー、鉄道、旅客船等 

根拠法令 道路運送法に基づく地域公共交通会議と地域公共交通活性

化・再生法に基づく法定協議会の両方の性格を併せ持った協

議会 

目的 地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保し、地域の実情

に応じた適切な乗合旅客輸送の態様及び運賃･料金等に

関する事項等について協議するとともに、地域公共交通

の活性化及び再生のための地域における主体的な取り組み

や創意工夫を総合的、一体的かつ効率的に推進し、地域公

共交通網形成計画及び再編実施計画を作成し、計画に掲げ

られた事業を実施する 

構成員 市町村、住民代表、利用者代表、運輸支局、一般旅客自

動車運送事業者及びその団体、一般旅客自動車運送事業

者の事業用自動車の運転者が組織する団体 
 

協議対象 バス、タクシー、鉄道、旅客船等 

地域公共交通会議 法定協議会 

喜多方市地域公共交通会議 

２. 交通会議の形態 
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１. 地域公共交通網形成計画 

○「地域にとって望ましい公共交通網のすがた」を明らかにする「マスタープラン」とし

ての役割を果たすもの。 

○まちづくりと連携し、かつ面的な公共交通ネットワークを再構築するために実施する事

業について記載。 

   

２. 地域公共交通再編実施計画 

 ◇ 計画の主な記載事項（基本方針より） 

  ● 地域全体を見渡した総合的な公共交通ネットワークの形成 

  ● 地域特性に応じた多様な交通サービスの組合せ 

  ● 住民の協力を含む関係者の連携   

  ● まちづくり、観光振興等の地域戦略との一体性の確保 

○「マスタープラン（地域公共交通網形成計画）」を実現するための実施計画の一つ。 

○「地域公共交通網形成計画」において、「地域公共交通再編事業」に関する事項を記載

した場合に作成することができる。 

 

 

 

 ◇ 再編事業の内容 

  ● 特定旅客運送業に係る路線、運行系統若しくは航路又は営業区域 

の編成の変更 

  ● 他の種類の旅客運送事業への転換 

  ● 自家用有償旅客運送による代替 

  ● 上記に掲げたものと併せて行うもの 

「地域公共交通網形成計画」を策定しないと、 
「地域公共交通再編実施計画」を策定できない。 

資料２ 

３.地域公共交通調査事業 

○「地域公共交通網形成計画（マスタープラン）」及び「地域公共交通再編実施計画」を

策定するために、国土交通省の「地域公共交通確保維持改善事業費補助金」を活用して

今までの交通政策での成果・問題点及び課題を調査・分析し、今後の交通施策の方針等

を決定するために「地域公共交通会議」が実施する事業。 

○実施する年度に国土交通省へ申請し、その年度内で計画の策定までを行わなければなら

ない。 

 

 

 

年度内に計画を策定しないと、補助金が交付されない。 

計画に関して「地域公共交通会議」での協議・了承を受ける必要がある。 

※計画の策定主体は「市」 
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４.計画策定の枠組み 

事業 
へ支援 

地域公共交通再編事業【30 年度以降】 

（国の補助等を活用した具体的なバス路線の再編事業、乗換拠点の整備など） 

＜国支援メニュー②＞ 

地域公共交通 

再編実施計画 

【29 年度】 

策定 

地域公共交通網 

形成計画 

【28 年度】 

策定 

実施 

地域公共交通会議 

【28 年度】(新規)計

画策定調査事業 

＜国支援メニュー①＞ 

予約型乗合 

交通運営事業 
地域公共交通 

利用促進事業 

調査 

 

市 

（計画策定主体） 

負担金 

交通政策基本法（平成 25 年 12 月施行） 

【改正】地域公共交通活性化再生法（平成 26 年 11 月施行） 

 
国 

計画策定 

調査事業 

補助金 

地域公共交通確保維持改善事業 

（地域公共交通調査事業） 

 ・形成計画や砕片実施計画の策

定調査の実施に必要な経費

を補助 

・補助率：定額(上限 2,000 万円)

⇒平成 28 年度まで 

     1/2 (上限 1,000 万円)

⇒平成 29 年度より 

＜国の支援メニュー① ＞ 

地域公共交通確保維持改善事業 

・大臣認定を受けた再編実施計
画に基づいて実施される事業
に対して補助要件等の措置を
適用 

（例） 

 ・路線バスの再編により生じ
る、国の輸送量要件や広域性
要件を緩和し、支援を維持す
るだけでなく充実を図る、な
ど 

＜国の支援メニュー② ＞ 

 

５.計画策定の手順 

現状や課題の共有化 

地域公共交通網形成計画の検討 

地域公共交通網形成計画の策定 

主務大臣への送付 

地域公共交通再編事業の実施計画の

策定 

国土交通大臣への認定申請 

【全体の流れ】 

事業の実施 

地域の概況
や公共交通
の概況につ
いての実態
調査 

地域公共交通の現状・問題点・課題の整理 

【計画の検討手順】 

上位計画や
他部局の施
策・予算等
についての
整理 

既存の連
携計画等
の評価 

網形成計画の基本方針・目標の検討 

目標実現のための施策の検討 

 

計画案の策定 

 

住民利用者等の意見の反映 

（パブリックコメント等） 

 

協議会の了承 

 

実施済
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